
　
こ
の
た
び
、
遺
族
の
方
が
年
金
と
し
て
受
給
す
る
生

命
保
険
金
の
う
ち
、
相
続
税
の
課
税
対
象
と
な
っ
た
部

分
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
の
課
税
対
象
に
な
ら
な
い
と

す
る
最
高
裁
判
所
の
判
決
が
あ
り
ま
し
た
。

　
そ
こ
で
、
こ
の
よ
う
な
年
金
に
係
る
税
務
上
の
取
扱

い
を
改
め
る
こ
と
と
し
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま

す
。
こ
れ
に
よ
り
、
平
成
17
年
分
か
ら
平
成
21
年
分
ま

で
の
各
年
分
に
つ
い
て
所
得
税
が
納
め
す
ぎ
と
な
っ
て

い
る
方
に
つ
き
ま
し
て
は
、
そ
の
納
め
す
ぎ
と
な
っ
て

い
る
所
得
税
が
還
付
と
な
り
ま
す
。

　
お
手
数
を
お
か
け
し
ま
す
が
、
必
要
な
手
続
き
（
更

正
の
請
求
ま
た
は
確
定
申
告
な
ど
）
を
し
て
い
た
だ
き

ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

　
こ
の
取
扱
い
の
変
更
の
対
象
と
な
る
方
や
所
得
税
の

還
付
の
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

【w
w
w
.n
ta.g
o
.jp

】
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
佐
渡
税

務
署
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※
平
成
17
年
分
に
つ
い
て
、
早
い
方
は
平
成
22
年
12
月

末
が
還
付
で
き
る
期
限
と
な
り
ま
す
の
で
、
お
早
目

の
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
受
け
取
ら
れ
た
年
金
の
受
給
権
が
相
続
税
や
贈
与
税
の

課
税
対
象
と
な
る
場
合
は
、
実
際
に
相
続
税
や
贈
与
税

の
納
税
額
が
生
じ
な
か
っ
た
方
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ

佐
渡
税
務
署 

個
人
課
税
部
門
　
☎
74
―
３
２
７
６

（
自
動
音
声
案
内
「
２
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
）

相
続
ま
た
は
贈
与
等
に
係
る

生
命
保
険
契
約
や
損
害
保
険
契
約
等
に

基
づ
く
年
金
の
税
務
上
の
取
扱
い
の

変
更
に
つ
い
て

税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ

建物を取り壊した時や
用途を変更した時には
ご一報ください。
　固定資産税は、毎年１月１日現在にお

いて土地・家屋・償却資産を所有してい

る人に課せられます。

　平成22年12月末までに家屋を取り壊

した場合、平成23年度分より固定資産

税の課税対象とはなりません。また、家

屋の一部を取り壊した場合でも、取り壊

した床面積分は課税対象から差し引かれ

ます。

　届出がない場合には課税されることが

ありますので、平成23年１月末までに

下記までご連絡ください。

　また、家屋の用途を変更したとき（店

舗を住宅に改修したり、逆に住宅を店舗

に改修したときなど）には、その家屋の

敷地の課税において、固定資産税が軽減

される特例措置の適用が変更となる場合

があります。連絡をいただいた後に担当

が現地まで確認にお伺いしますので、ご

連絡くださるよう、ご協力をお願いしま

す。

お問い合わせ
市役所税務課 固定資産税係

☎63－5110

または各支所市民課・各行政サービスセ

ンター（税務担当）

  事業者の皆さまへ

個人住民税は特別徴収で納めましょう！
■給与所得者の個人住民税は給与天引き（特別徴収）が法律等
で義務づけられています。
　　個人住民税は、所得税の源泉徴収と同様に、事業者（給与

支払者）が毎月従業員（給与所得者）に支払う給与から天引

き（特別徴収）し、住民税の納税義務者である従業員に代わ

って、従業員の住所地の市町村へ納入することが、地方税法

および各市町村の条例で義務づけられています。

■所得税のように事業者が税額を計算したり、記帳する必要は
ありません。
　　所得税の源泉徴収の事務手続きと異なり、事業者が税額を

計算する必要はありません。

　　市町村が毎年5月に事業者（給与支払者）に対して「給与

所得等にかかる特別徴収税額決定通知書」により月々に特別

徴収をすべき額をお知らせしますので、その税額を毎月の給

与から特別徴収し、翌月10日までに合計税額を各従業員の住

所地の市町村へ納入していただきます。

■従業員の方の納税にかかる負担が軽減されます。
　　従業員一人ひとりが納税のために、金融機関や市町村窓口

に出向く手間を省くことができます。

　　また、特別徴収以外の方法による納税の回数が通常年4回

であるのに対し、特別徴収は年12回なので従業員の方の1回

あたりの納税額の負担が少なくなります。

※給与を支払っている事業者で、特別徴収を行っていない方に

つきましては、市役所税務課市民税係までご相談ください。

お問い合わせ
市役所税務課 市民税係 ☎63－5110
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